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農地付き空き家を活用した交流活動
の運営実態と支援施策に関する研究



1. 研究の背景

中山間地域では,空き家や耕作放棄地が増加する一方で,移住希望者は「農」の
ある暮らしを求めている

「農地付き空き家」の規制緩和に取り組む

一部の市町村では,

地域づくりの担い手不足の解決策として,「関係人口」が注目

総務省によると,

交流活動は地域外の人々が各地に関わるきっかけを創出すると考える

国土交通省（以下,国交省）は
「農地付き空き家の手引き」 作成1)

山崎らは,人口という定量的な指標だけでなく,質的な交流の重要性を指摘
2)

1)国土交通省土地・建設産業局住宅局.(2018.3)「『農地付き空き家』の手引きについて」.国土交通省

2)山崎義人,佐久間康富 編著(2017)「住み継がれる集落をつくる 交流・移住・通いで生き抜く地域」学芸出版社

利用を促進するため

農地面積が50a以上

空き家に付随する農地
より小さい面積でも可

農地取得

空き家は国交省が,農地は農林水産省（以下,農水省）が管轄しており,
活用を検討している者にとって支援施策がわかりにくいのではないか？

①農地付き空き家の運営者はどのように活用を進めているのか

目的

②交流活動参加者が地域の保全活動や経済活動等に関わる
可能性があるのか

検証するために,交流活動を行う事例の実態を明らかにする



3. 国の空き家,農地の維持・保全に関する支援施策

【空き家】

【農地】

空き家自体の
規制緩和や補助が
中心

個人や法人を対象

表1 2021年度における国の空き家,農地の維持・保全に関する支援施策

空き家



3. 国の空き家,農地の維持・保全に関する支援施策

【空き家】

【農地】

農地だけでなく,
水路や農道など
一体的な整備
ビジネスの補助が
中心

地域が対象

表1 2021年度における国の空き家,農地の維持・保全に関する支援施策

空き家自体の
規制緩和や補助が
中心

個人や法人を対象

支援施策の方向性が異なっていることがわかりにくさにもつながっている

農地



4. 建物と農地の活用実態

・建物では主に宿泊事業が営まれている

・建物と農地との距離に関係なく,交流活動に活用

・会員制の農地活用はDID内の最寄駅から10㎞以内

都道府県HP「移住者の声」より,
建物と農地を活用し,交流活動を行っている事例に着目
表2 農地付き空き家の各事例の概要

DID：人口密度約4000人/㎢以上の
地区が隣接して,合わせて人口5000
人以上の地区



5. 運営協力の実態

（A）無償ボランティアが
作業補助

（B）農地借用希望者が
農地を耕作

（C）地域活動に参加

（D）別の交流活動を
主催した

交流活動をきっかけに交流活動参加経験者が地域住民や土地に関わる実態が
確認できた事例1に着目

交流活動参加経験者が

図1 事例1の運営体制図

交流活動を通して,地域住民や土地に関わる人や機会が増加している



6. 総括

空き家,農地の支援施策の主な方向性が異なり,相談窓口や支援施策が
わかりにくい

①空き家での交流活動は,宿泊業を営む
②交流活動に建物と農地の距離は関係が無い
③DID内の最寄り駅から近い立地では会員制の農地利用

④交流活動参加者が地域住民や土地の耕作に関与している

【活用実態】

【運営体制】


